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琉球リハビリテーション学院は全保連の新サービスを
23年度から試験的に取り入れてきた（同学院提供）

全保連が学費分割払いサービス、専修学校向け　全国初

　家賃の債務保証を手がける全保連は、専修学校に通う学生を
対象とする学費分割払いサービスを4月に始める。利用者は保
証料を払えば授業料を10回に分けて支払える。家賃支払いを保
証する仕組みを学費に当てはめたもので、全国初の試みだとい
う。学生は入学時に大金を用意する必要がなくなり、学校側は
延滞リスクを避けられる。

　新サービス「Z-College Support」は学校卒業が資格試験を
受験する条件となっている保育士や柔道整復師らを養成する専
修学校の学生向け。一般の大学生は対象外だ。

　学生は親などに連帯保証人になってもらう。そのうえで入学
や進級時に3万円の保証委託料を支払えば授業料や教材費、実
習費などを10カ月に分けて支払うサービスを受けられる。口座
引き落としの際、分割払いする授業料などと別に１回330円を
支払う。

　学生から引き落としができなかった場合も、全保連が学校側
に必要な金額を振り込む。学校側は全保連と授業料などの保証
契約を結べば、費用負担なしで学費を回収できる。その場合、
学生は1100円の「保証事務手数料」を加え、分割した授業料な
どとともに同社へ振り込む。

　教育ローンのように借入金を前提とせず、授業料などの学費
支払いを保証するサービスは今回が初めてだという。

　文部科学統計要覧によると、専修学校の数は全国で約3000。
学生数は2021年が66万2000人、22年は63万5000人だった。
全保連は専修学校の学生ほぼ全員が同社のサービスを利用する
と仮定した場合の潜在市場を約200億円規模と推定している。

　すでに東京都や長崎県、沖縄県など10都県の15校と契約済
み。足元では33都道府県で交渉に入っており、3月末までに50
校ほどに増えると見通す。サービスが本格的に普及する25年度には学生の利用者が約500校の1万6000〜1万7000
人になり、保証委託料の売上高を約5億円と見込む。

　人工知能（AI）による支払い能力審査を含め、家賃債務保証で培ったノウハウを生かす。入居の際のオンライン申
し込みの仕組みを活用、学費支払い向けに新たにシステムを構築しており、来店することなく同社ウェブ上で手続き
を完結できる。

　茨木英彦副社長はサービス開発の背景を「授業料の分割払いへのニーズは大きいと見込んでいた」と説明する。国
の奨学金を運営する日本学生支援機構がまとめた20年度の専修学校生生活調査結果によると、何らかの奨学金を受
給している学生の割合は56.6％で、18年度より1.3ポイント高まっている。

　茨木副社長は「奨学金を受ける学生がこれだけ多いのに、支払い方法は前納一括が基本。家賃債務保証の仕組みを
使い、学生をサポートできないかと22年秋ごろ検討を始めた」と振り返る。

　同社は本社所在地の沖縄県内で23年度、試験的にサービスを実施した。利用した「琉球リハビリテーション学
院」（沖縄県金武町）の評判は上々だ。烏頭尾（うとお）浩登渉外部長は「学生は入学前に学費の心配をせず、勉強
に集中できる。『通いやすい』と思ってもらえるのではないか」と語る。



　同学院は10年ほど前から独自に学費の分割支払いに応じてき
た。約300人の学生の2割近くが利用する半面、入金確認や学生
への請求などに追われてきた。全保連のサービスは十数人が利
用しているが、「作業量が半分程度になった」（同学院）とい
う。

　茨木副社長は「分割払いできる学費保証サービスは進学のハ
ードルを下げる。奨学金を受給する学生の学ぶ意欲を高め、専
修学校の経営も安定する」と指摘。「所得格差の拡大が指摘さ
れるなか、今後は人材育成分野でも貢献したい」と話す。

　（奈良部光則）
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